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2026(R8)年 9 月 15 日、与党より「飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊に関する

大綱」（以下「大綱」）が公表され、同日閣議決定された。 

大綱では、「中間とりまとめ（社会保障国⺠会議（令和 8 年 7月29日））」及び「給付付き税額控除」の制度導⼊の基

本⽅針（令和 8 年 8月5日閣議決定）」に基づき、中低所得の現役勤労者の負担軽減、所得に応じた⼿取りの増加、い

わゆる「年収の壁」などによる「働き控え」の緩和を通じた就労促進を図るため、就業者負担軽減⽀援⾦（以下「⽀援

⾦」）が導⼊される旨が記載された。2029(R11) 年度の本格導⼊までの「つなぎ」として、2027(R9)年 4月から、2 年間に限

り飲⾷料品に係る消費税率の 8％から 1％への臨時的な引下げと飲⾷料品に係る消費税 1％相当分の範囲での⽀援⾦

制度を組み合わせ、その後の⽀援⾦制度の本格導⼊に円滑に接続される。 ⽀援⾦制度は、本格的な「給付付き税額控

除」導⼊の第⼀歩であり、制度の将来像は、継続検討される。  

 

2027(R9)年 4 月 1 日から 2029(R11)年 3 月 31 日の 2 年間に限り、飲⾷料品に係る消費税率が 8％から

1%に引き下げられる。2029(R11)年度中に本格導⼊が検討されている⽀援⾦制度は、「給付付き税額控除」

の導⼊の第⼀歩として位置づけられている。 

 

大綱に掲げられた改正項目のうち、主要な項目は、以下のとおりである。 

なお、以下の内容は大綱に基づくものであり、実際の適用に当たっては、2026(R8)年秋の臨時国会で成立が見込まれる関

連法令等を確認する必要がある点に、留意されたい。 

 

1. 2027(R9)年 4 月 1 日から 2 年間の飲⾷料品に係る消費税率の臨時的な引下げ（p2～6） 

(1) 飲⾷料品に係る 2 年間の 1％特例税率の創設 

2027(R9)年 4 月 1 日から 2029(R11)年 3 月 31 日までの間に、事業者が国内で行う飲⾷料品の譲渡及び保税地域から

引き取られる飲⾷料品について、消費税の税率を地⽅消費税率と合わせて 1％とする特例税率が創設される。税率 1％の

対象とされる飲⾷料品の範囲は、現行の軽減税率 8％対象の飲⾷料品の範囲と同様とされ、適格請求書等には特例税

率（1％）及び当該税率に基づく消費税額等を記載するものとされる。なお、現行制度で軽減税率 8％の対象となっている

新聞の定期購読に係る消費税率の変更はなく、8％が維持される。 

https://storage2.jimin.jp/pdf/news/policy/214205_2.pdf
https://storage2.jimin.jp/pdf/news/policy/214205_2.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokuminkaigi/contents/20260729-4/01_siryou1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokuminkaigi/contents/20260805/01_siryou1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokuminkaigi/contents/20260805/01_siryou1.pdf
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また、2027(R9)年 1 月 1 日前に締結した定期供給契約に基づき同年 4 月 1 日前に対価を領収し同日以後に行われる飲

⾷料品の譲渡、及び通信販売の⽅法により同年 1 月 1 日前に販売条件の提示が行われ同年 4 月 1 日前に申込みを受

けた同日以後に行われる飲⾷料品の譲渡は、特例税率 1％の譲渡から除外される。 

 

飲⾷料品に係る 2 年間の 1％特例税率の創設（国税 0.78％、地⽅税 0.22％）の概要は、以下のとおりで

ある 

期間：2027(R9)年 4 月 1 日から 2029(R11)年 3 月 31 日までの 2 年間                

対象範囲：現行、軽減税率 8％の対象となっている飲⾷料品の範囲と同じ               

※週 2 回以上発行される新聞の定期購読分は、税率引下げの対象外とされる                  

※契約変更等の困難性を考慮した経過措置として、2027(R9)年 1 月 1 日前に締結した定期供給契約、 

 通信販売契約による飲⾷料品の譲渡は 1％特例税率の対象外とされる               

 

(2) 飲⾷料品に係る消費税率の特例に関する所要の措置 

1) 消費税の納税義務の免除の規定の適用を受けない旨の届出等に関する特例 

飲⾷料品の譲渡を行う免税事業者が、2027(R9)年 4 月 1 日の属する課税期間から課税事業者となることを選択し、その

課税期間の末日までに課税事業者選択届出書を提出したときは、当該課税期間の初日の前日に提出したものとみなされ

る。簡易課税制度の適用をやめる場合も、課税期間の末日までに簡易課税制度選択不適用届出書を提出したときは同

様に扱われ、いわゆる 2 年縛りは適用されない。 

2) 飲⾷料品の譲渡に係る簡易課税制度の特例 

簡易課税制度の適用を受ける事業者が飲⾷料品の譲渡を行った場合、当該譲渡に対応する仕⼊控除税額は、業種区分

にかかわらず当該譲渡に係る売上税額と同額とされる。いわゆる 2 割特例・3 割特例の適用を受ける場合も同様とされる。 

3) 消費税の中間申告書の記載事項等の特例 

2027(R9)年 4 月 1 日以後に開始する中間申告対象期間については、直前の課税期間の飲⾷料品の譲渡、課税仕⼊れ

及び保税地域から引き取られる飲⾷料品に特例税率（1％）が適用されたものとして計算した中間申告税額を記載でき

る。この場合、簡易課税事業者等は、上記 2）の売上税額と同額の仕⼊税額を控除する特例が適用されたものとして算出

できる。 

2029(R11)年 4 月 1 日以後に開始する中間申告対象期間については、特例税率が適用されないものとして計算した中間

申告税額を記載できる。この場合、簡易課税事業者等は、上記 2）の売上税額と同額の仕⼊税額を控除する特例が適

用されないものとして算出できる。 

なお、上記の措置を適用する場合には、消費税の仮決算による中間申告書に、上記の措置に基づき計算した中間申告税

額を記載して提出することとされる。 

4) 飲⾷料品の譲渡に係る消費税の総額表示義務の特例 

税込価格を表示しない⽅法は引き続き認められないが、直ちに対応することが困難な事情があり、特例表示価格が本来表

示すべき税込価格であると誤認されない防止措置を講じた場合は、税率変更の前後 2 カ月間は、軽減税率 8％又は特例

税率 1％に基づく税込価格を表示できる。 

 

事業者向けには、以下の所要の措置が⼿当される 

① 消費税の納税義務の免除の規定の適用を受けない旨の届出等に関する特例（本則課税事業者に移行する

ための特例）： 

飲⾷料品に係る消費税率 1％への引下げを受けて、還付申告可能な本則課税に移行するため、免税事業者

が課税事業者を選択するための届出書、及び簡易課税制度の適用をやめる届出書の提出期限が 2027(R9)
年 4 月 1 日の属する課税期間の末日までに緩和される（原則は、適用する課税期間の前課税期間末までが

提出期限）。なお、当該届出書の提出の要否については、消費税の申告期限を待たずに、届出の提出期限

である当該課税期間末までにシミュレーションなどを行い検討する必要がある。 

② 飲⾷料品の譲渡に係る簡易課税制度の特例（簡易課税、2 割特例・3 割特例の適用を受ける場合に納付

税額の発生を抑える特例）： 
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簡易課税事業者が飲⾷料品を譲渡した場合、現行制度では⼀定の納付税額が発生することから、業種区

分にかかわらず、売上税額と同額の仕⼊税額控除を認めることで納付税額の発生を抑える特例が設けられ

る。この取扱いは、インボイス制度のいわゆる 2 割特例・3 割特例の適用を受ける場合も同様とされる。 

③ 消費税の中間申告書の記載事項等の特例： 

消費税率引下げの影響により、納付税額が減少する事業者においては、前年税額に基づき計算する中間申

告税額が過大となることが見込まれる。そこで、2027(R9)年 4 月 1 日以後の中間申告について、新税率

（1％）で再計算した前年税額に基づく中間申告を可能とし、納付税額が過大になることを防ぐ措置が取ら

れる。 

④ 飲⾷料品の譲渡に係る消費税の総額表示義務の特例： 

総額表示義務は維持されるが、税率変更時に適切な税率での総額表示が間に合わない状況が発生する可

能性があることを踏まえ、直ちに対応することが困難な事業者は、誤認防止措置を講ずることで、税率変更の

前後 2 カ月間は、飲⾷料品について税率変更前又は変更後の税込価格の表示（8％又は 1％）が認めら

れる。 

 

(3) 飲⾷料品に係る消費税率の臨時的な引下げに係る農林漁業者等への対応 

農林漁業者については、売上税額の減少等に対応して資⾦繰りへの⽀援を行い、特に本則課税に移行することが困難な簡

易課税事業者・免税事業者には、個別の売上高を踏まえた⾦額を給付する仕組みが導⼊される。⾷品事業者、外⾷事業

者には、資⾦繰り⽀援、生産性向上に向けた省力化、テイクアウト等の多角化の⽀援等が行われる。本則課税事業者へ

移行する際の相談対応や税理士費用等の経費への⽀援も行われ、関係府省庁が連携して予算編成過程で具体化され

る。 

 

2. 就業者負担軽減支援金の支給等（p6～p12） 

2029(R11)年度の⽀援⾦制度の本格導⼊までの「つなぎ」として、2027(R9)年度及び 2028(R10)年度は、2 年間に限った

飲⾷料品に係る 1％特例税率に合わせ、消費税 1％相当分の財源の範囲内で⽀援⾦の⽀給が先行して開始される。 

⽀援⾦は、所得税非課税で個人単位に⽀給され、⽀払等の事務は市町村の法定受託事務とされる。 

⽀援⾦制度の⽀給要件、⽀援⾦の額などについて、大綱の中で⼀定の考え⽅が示されてはいるが、具体的な所得水準、給

付額等については、今後の制度設計・予算編成過程で決定される予定である。 

 

3.  実務上の留意点 

飲⾷料品の消費税率 1％への改正が、企業の実務家に与える具体的な影響としては、例えば以下が考えられる。 

◼ 税率区分増加に伴うシステム改修対応、インボイス改修対応（1％の税率区分の追加が必要） 

◼ 飲⾷料品の譲渡を行う事業者（免税事業者、簡易課税事業者）について、還付申告可能な本則課税事業者へ

の移行の判断（例：免税事業者から課税事業者への移行、簡易課税事業者から本則課税事業者への移行）

は、消費税の申告期限を待たずに、2027(R9)年 4 月 1 日の属する課税期間末（届出の提出期限）までに検討す

ることが必要 

◼ 飲⾷料品の譲渡に係る簡易課税制度、2 割特例・３割特例適用事業者の申告納付税額計算時の特例適用（売

上税額と同額の仕⼊税額控除を適用） 

◼ 中間申告書の記載事項の特例適用（新税率（1％）で再計算した前年税額に基づく中間申告計算） 

◼ 飲⾷料品の譲渡を行う事業者が 1％税率引き下げ後も「総額表示義務」を維持するための各種対応（システム改修

など）及び誤認防止措置 

飲⾷料品の 1％特例税率は 2027(R9)年 4 月 1 日以降の飲⾷料品譲渡から導⼊開始とされ、概ね半年後に迫っている。

今後、秋の臨時国会で成立が見込まれる法令等の内容を踏まえ、早期に対応を検討・準備する必要がある。 

 

（参考）原文（自由⺠主党・日本維新の会） 

「飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊に関する大綱」（自⺠党ウェブサイト、PDF） 

https://storage2.jimin.jp/pdf/news/policy/214205_2.pdf
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 

 

お問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 

所在地 〒100-8362 東京都千代田区丸の内 3-2-3  丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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